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正会員の財務状況等に関する届出書 

 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する規則

第 10条第１項第 17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

１．委託会社等の概況 

(1)資本金の額（2022年 11月30日現在） 

資本金の額    ：20億円 

発行可能株式総数 ：12,000株 

発行済株式総数  ：3,000株 

最近5年間における資本金の額の増減：2018年10月1日に資本金を20億円に増資しています。 

(2)委託会社の機構 

①会社の意思決定機構 

会社に取締役（監査等委員である取締役を除く。）を 10名以内、監査等委員である取締役を 5名以内

おきます。取締役は、株主総会において選任され、又は解任されます。ただし、監査等委員である取

締役は、それ以外の取締役と区別するものとします。 

取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の 3分の 1以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行い、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとします。 

また、監査等委員以外の取締役の解任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の 3分の

1以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、監査等委員である取締役の解任決

議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決

権の３分の２以上をもって行います。 

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、選任後1年以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時株主総会終結の時までとします。 

監査等委員である取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定



時株主総会終結の時までとします。また、任期の満了前に退任した監査等委員である取締役の補欠と

して選任された監査等委員である取締役の任期は、退任した監査等委員である取締役の任期の満了す

る時までとします。 

取締役会は、その決議をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の中から代表取締役若干

名を選定します。また、代表取締役の中から社長１名を選定し、必要あるときは、取締役（監査等委

員である取締役を除く。）の中から、会長、副会長、副社長、専務取締役、常務取締役各若干名を選定

することができます。 

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会においてあらかじめ定めた取締役が招集

し、その議長となります。当該取締役に事故あるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順位に

したがい、ほかの取締役がその職務を代行します。 

取締役会を招集するには、各取締役に対して会日の 3日前までに招集通知を発します。ただし、緊急

の必要あるときは、この期間を短縮することができ、取締役の全員の同意があるときは、招集の手続

を経ずに取締役会を開催することができます。 

取締役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役の過半数が出席し、出席した取締役

の過半数をもって行います。 

 

②投資運用の意思決定機構 

［PLAN（計画）］ 

運用企画部担当役員を委員長とする運用・リスク委員会において、ファンドの運用戦略や運用スタイ

ルなどを決定します。運用・リスク委員会で決定された運用の基本方針等に基づき、各運用部におい

て、ファンドマネジャーが運用仕様・ガイドラインに基づき、運用の執行に関する方針を運用計画と

して策定します。 

［DO（実行）］ 

各運用部のファンドマネジャーは、運用計画に沿った運用の執行、ファンドの運用状況管理を行いま

す。 

各運用部の部長等は、各ファンドマネジャーの運用実施状況を確認します。 

売買発注の執行は、各運用部からの運用の実行指図に基づき、各運用部から独立したトレーディング

部のトレーダーが行います。 

［CHECK（検証・評価）］ 

運用企画部は、運用部門において各運用部から独立した立場で、毎月開催される運用・リスク委員会

（委員長は運用企画部担当役員）に運用パフォーマンスに係るモニタリング状況を報告します。 

このモニタリング状況や討議内容は、各運用部の部長（委員会の構成員）からファンドマネジャーに

速やかにフィードバックされ、ファンドの運用に反映されます。 

 

また、運用に関するリスク管理と法令等遵守状況のモニタリングについては、運用部門から独立した

運用監理部が担当します。このモニタリング結果は、毎月開催される運用・リスク委員会等に報告さ

れます。 



 

こうした牽制態勢のもと、PLAN－DO－CHECKのPDCサイクルによる一貫した運用プロセスにより、適

切な運用体制を維持するよう努めています。 

 

委託会社の機構は2022年 11月30日現在のものであり、今後変更となる場合があります。 

 

２．事業の内容及び営業の概況 

投資信託及び投資法人に関する法律に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託の設定を

行うとともに金融商品取引法に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っています。

また、金融商品取引法に定める投資助言業務等の関連する業務を行っています。 

2022年11月30日現在、委託会社が運用の指図を行っている証券投資信託（マザーファンドを除きます。）

は次の通りです。 

  本数（本） 純資産総額（百万円） 

追加型株式投資信託 532 13,756,216 

追加型公社債投資信託 0 0 

単位型株式投資信託 68 217,345 

単位型公社債投資信託 51 186,563 

合計 651 14,160,124 

 

 



３．委託会社等の経理状況 

 

(1)  委託者である三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社（以下「委託者」という。）の財務諸

表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38年大蔵省令第 59号、以下「財務

諸表等規則」という。）並びに同規則第 2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平

成19年内閣府令第52号）により作成しております。 

また、委託者の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 52

年大蔵省令第 38号）並びに同規則第 38条及び第 57条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内

閣府令」（平成19年内閣府令第 52号）により作成しております。 

なお、財務諸表及び中間財務諸表の金額については、百万円未満の端数を切り捨てて記載しておりま

す。 

 

(2)  委託者は、金融商品取引法第 193条の2第1項の規定に基づき、第36期事業年度（自 2021年4月1

日 至 2022年3月31日）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により監査を受けておりま

す。 

また、第37期事業年度の中間会計期間（自 2022年4月1日 至 2022年9月30日）の中間財務諸表

について、有限責任 あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

 



（１）【貸借対照表】 

（単位：百万円） 

  
前事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） 
当事業年度 

（2022 年 3 月 31 日） 
資産の部             

流動資産             

現金及び預金          21,589     21,675   

金銭の信託  10,857   14,913  

前払費用   397     166   

未収委託者報酬   8,471     9,067   

未収運用受託報酬   6,151     6,252  

未収収益  177   179  

その他   3,428     4,891   

流動資産合計   51,072     57,146   

固定資産           

有形固定資産                  

建物 ※1 301   ※1 289   

器具備品 ※1 692   ※1 687   

その他 ※1 0   ※1 －   

有形固定資産合計   993     976   

無形固定資産           

ソフトウェア   4,104     6,292   

その他   41     31   

無形固定資産合計   4,145     6,324   

投資その他の資産           

投資有価証券   9,950     6,607   

関係会社株式   5,636     5,636  

繰延税金資産   311     907   

その他   39     31   

投資その他の資産合計   15,937     13,182   

固定資産合計   21,077     20,482   

資産合計   72,149     77,629   

              

              

              

              

              

       

 

 



 
（単位：百万円） 

  
前事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） 
当事業年度 

（2022 年 3 月 31 日） 
負債の部             

流動負債             

預り金   44     47   

未払金   7,572     8,285   

未払収益分配金   0     0  

未払手数料   4,154     4,561   

その他未払金   3,417     3,723   

未払費用   1,046     1,049   

未払法人税等   517     504   

賞与引当金   556     578   

その他   818     1,958   

流動負債合計   10,555     12,423   

固定負債           

退職給付引当金   626     820   

資産除去債務   133     153   

その他   8     12   

固定負債合計   768     986   

負債合計   11,324     13,410   

            

純資産の部           

株主資本           

資本金   2,000     2,000   

資本剰余金           

その他資本剰余金   17,239     17,239   

資本剰余金合計   17,239     17,239   

利益剰余金           

利益準備金   500     500   

その他利益剰余金           

別途積立金   2,100     2,100   

繰越利益剰余金   38,258     41,948   

利益剰余金合計   40,858     44,548   

株主資本合計   60,098     63,788   

評価・換算差額等           

その他有価証券評価差額金    791     941   

繰延ヘッジ損益   △65     △509  

評価・換算差額等合計   726     431   

純資産合計   60,824     64,219   

負債・純資産合計   72,149     77,629   

              

              

              

 

 

 



（２）【損益計算書】 

（単位：百万円） 

  
前事業年度 当事業年度 

（自  2020年 4 月 1日 
至  2021 年 3月 31 日） 

（自  2021年 4 月 1日 
至  2022 年 3月 31 日） 

営業収益             

委託者報酬   37,224     41,730   

運用受託報酬   10,982     11,883  

その他営業収益   403     390  

営業収益合計   48,611     54,004   

営業費用           

支払手数料   17,936     20,567   

広告宣伝費   203     286   

調査費   5,064     5,567   

調査費   898     1,062   

委託調査費   4,154     4,487   

図書費   11     17   

営業雑経費   4,492     5,201   

通信費   56     68   

印刷費   449     454   

協会費   58     55   

諸会費   18     35   

情報機器関連費   3,815     4,473   

その他営業雑経費   93     112   

営業費用合計   27,696     31,622   

一般管理費           

給料   5,976     6,295   

役員報酬   214     249   

給料・手当   4,861     5,072   

賞与   901     972   

退職給付費用   170     254   

福利費   608     632   

交際費   1     3   

旅費交通費   13     20   

租税公課   315     327   

不動産賃借料   276     323   

寄付金  3   5  

減価償却費   748     989   

業務委託費  966    1,081   

諸経費   848     1,301   

一般管理費合計   9,929     11,234   

営業利益    10,984     11,147   

              

              

 



 
（単位：百万円） 

  
前事業年度 当事業年度 

（自  2020年 4 月 1日 
至  2021 年 3月 31 日） 

（自  2021年 4 月 1日 
至  2022 年 3月 31 日） 

営業外収益             

受取利息   2     2   

収益分配金   101     16   

金銭の信託運用益  3,038   －  

投資有価証券売却益   1     0   

投資有価証券償還益  54   219  

その他   45     8   

営業外収益合計   3,243     247   

営業外費用           

金銭の信託運用損  －   332  

投資有価証券売却損   0     0   

投資有価証券償還損  0   －  

為替差損   158     291  

デリバティブ費用  3,782   1,191  

その他   5     33   

営業外費用合計   3,946     1,848   

経常利益   10,281     9,545   

特別損失           

 退職給付費用  －   120  

システム統合費用   110     －   

特別損失合計   110     120  

税引前当期純利益   10,170     9,425  

法人税、住民税及び事業税   3,242     3,403   

法人税等調整額   △65     △465   

法人税等合計   3,177     2,937   

当期純利益   6,993     6,487   

 



（３）【株主資本等変動計算書】 
前事業年度（自 2020 年 4 月 1 日 至 2021 年 3 月 31 日） 

  （単位：百万円） 

  株主資本 

資本金 
資本剰余金 

その他資本剰余金 資本剰余金合計 
当期首残高 2,000 17,239 17,239 
当期変動額       

剰余金の配当       
当期純利益       
株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）       

当期変動額合計 － － － 
当期末残高 2,000 17,239 17,239 

 

  株主資本 
利益剰余金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
繰越利益 
剰余金 

当期首残高 305 2,100 35,122 37,528 56,767 
当期変動額           

剰余金の配当 194   △3,857 △3,662 △3,662 
当期純利益     6,993 6,993 6,993 
株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 194 － 3,136 3,330 3,330 
当期末残高 500 2,100 38,258 40,858 60,098 

 

 評価・換算差額等 
純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

当期首残高 △587 284 △302 56,464 

当期変動額         

剰余金の配当       △3,662 

当期純利益       6,993 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

1,379 △349 1,029 1,029 

当期変動額合計 1,379 △349 1,029 4,360 

当期末残高 791 △65 726 60,824 



当事業年度（自 2021 年 4 月 1 日 至 2022 年 3 月 31 日） 
  （単位：百万円） 

  株主資本 

資本金 
資本剰余金 

その他資本剰余金 資本剰余金合計 
当期首残高 2,000 17,239 17,239 
当期変動額       

剰余金の配当       
当期純利益       
株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）       

当期変動額合計 － － － 
当期末残高 2,000 17,239 17,239 

 

  株主資本 
利益剰余金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
繰越利益 
剰余金 

当期首残高 500 2,100 38,258 40,858 60,098 
当期変動額           

剰余金の配当    △2,797 △2,797 △2,797 
当期純利益     6,487 6,487 6,487 
株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 3,689 3,689 3,689 
当期末残高 500 2,100 41,948 44,548 63,788 

 

 評価・換算差額等 
純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

当期首残高 791 △65 726 60,824 

当期変動額         

剰余金の配当       △2,797 

当期純利益       6,487 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

149 △444 △295 △295 

当期変動額合計 149 △444 △295 3,394 

当期末残高 941 △509 431 64,219 



注記事項 
（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（1）子会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

（2）その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法によっております。 

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定しております。） 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法によっております。 

なお、投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を

基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法によっております。 

３．金銭の信託の評価基準及び評価方法 

時価法によっております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

定額法によっております。 

（2）無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5 年）に基づいて償却しております。 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として計上しております。 

６．引当金の計上基準 

（1）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

（2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。また、退職給

付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によって

おります。過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

過去勤務費用   ：発生事業年度に損益処理 

数理計算上の差異 ：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る当事業年度末の自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を一部適用しております。 

７．収益及び費用の計上基準 

当社は投資運用、投資助言・代理を業として行っており、当該事業において顧客との契約から生じる主な履行義務の内容及び

当履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

（1）投資信託委託業務 

当社は、投資信託契約に基づき投資信託委託サービスを提供し、商品の運用資産残高（以下「AUM」という。）に応じて手数

料を受領しております。当該収益は、日次等契約で定められた時期に各ファンドの AUM に固定料率を乗じて計算され、契約

期間にわたり認識されます。 

（2）投資一任業務 

当社は、投資一任契約に基づき投資一任サービスを提供し、ファンドの AUM に応じて手数料を受領しております。当該収益

は、年 4 回等契約で定められた時期に各ファンドの AUM に固定料率を乗じて計算され、契約期間にわたり認識されます。 

（3）投資助言業務 

当社は、投資顧問（助言）契約に基づき投資助言サービスを提供し、ファンドの AUM に応じて手数料を受領しております。

当該収益は、年 4 回等契約で定められた時期に各ファンドの AUM に固定料率を乗じて計算され、契約期間にわたり認識され

ます。 

（4）成功報酬 

当社がファンドの運用成果に応じて受領する成功報酬は、投資一任契約のもと、報酬を受領することが確実であり、将来返

還する可能性が無いと合理的に判断した時点で収益を認識しております。 

８．ヘッジ会計の会計処理 

（1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段は為替予約、ヘッジ対象は関係会社株式及び投資有価証券であります。 

（3）ヘッジ方針 

自己勘定運用管理規程等に基づき、ヘッジ対象に係る為替変動リスクをヘッジしております。 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計額を比較して有効性を判

定しております。 

 



９．連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

１０．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社は、翌事業年度より、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。ただし、「所得税法等の一部を改

正する法律」（令和 2 年法律第 8 号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせ

て単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

に関する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年 3 月 31 日）第 3 項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第 28 号 2018年 2月 16 日）第 44 項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につ

いて、改正前の税法の規定に基づいております。 

なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理

及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号 

2021 年 8 月 21 日）を適用する予定であります。 

 

（会計方針の変更） 

１．「収益認識に関する会計基準」等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又

はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することと

しております。 

この変更が財務諸表に与える影響はありません。 

２．「時価の算定に関する会計基準」等の適用 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年 7 月 4 日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当事業

年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年 7 月 4

日）第 44-2 項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用する

こととしております。 

この変更が財務諸表に与える影響はありません。 

また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこととしました。

ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 19 号 2019 年 7 月 4 日）第 7-4 項に定める

経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前事業年度に係るものについては記載しておりません。 

 

（未適用の会計基準等） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2021 年 6月 17 日） 

（1）概要 

投資信託の時価の算定及び注記に関する取扱い並びに貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合等への出資の時価の注

記に関する取扱いが定められました。 

（2）適用予定日 

2023 年 3 月期の期首より適用予定であります。 

（3）当該会計基準等の適用による影響 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であります。 

 

（追加情報） 

退職給付債務及び費用の算定方法の変更 

従来、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る事業年度末の自己都合要支給額を退職給付とする方法を用

いた簡便法を適用しておりましたが、対象となる従業員数の増加に伴い、当事業年度より原則法による計算を併用しておりま

す。これにより、退職給付引当金が 120 百万円増加し、同額を退職給付費用として特別損失に計上しております。 

なお、退職給付見込額の各期間への帰属方法などについては、「重要な会計方針６．引当金の計上基準（2）退職給付引当金」

をご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（貸借対照表関係） 

 
※1 有形固定資産の減価償却累計額  

  前事業年度 
（2021 年 3 月 31 日） 

当事業年度 
（2022 年 3 月 31 日） 

建    物 106 百万円 146 百万円 

器具備品 391 〃 535 〃 

そ の 他 4 〃 － 〃 

計 503 〃 681 〃 

 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

 
前事業年度（自 2020 年 4 月 1 日 至 2021年 3月 31 日） 

 
１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末 

普通株式（株） 3,000 － － 3,000 

 
２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 
３. 剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 
配当金の 

総額(百万円) 
1 株当たり

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2020 年 6 月 26 日 

定時株主総会 
普通株式 3,662 1,220,985 2020 年 3 月 31 日 2020 年 6 月 29 日 

 
４. 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の 

総額(百万円) 
配当金の 
原資 

1 株当たり

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2021 年 6 月 23 日 

定時株主総会 
普通株式 2,797 利益剰余金 932,488 2021 年 3 月 31 日 2021 年 6 月 24 日 

 
当事業年度（自 2021 年 4 月 1 日 至 2022年 3月 31 日） 

 
１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末 

普通株式（株） 3,000 － － 3,000 

 
２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 
 
３. 剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 
配当金の 

総額(百万円) 
1 株当たり

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2021 年 6 月 23 日 

定時株主総会 
普通株式 2,797 932,488 2021 年 3 月 31 日 2021 年 6 月 24 日 

 
４. 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
2022 年 6 月 23 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。 

決議 株式の種類 
配当金の 

総額(百万円) 
配当金の 
原資 

1 株当たり

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2022 年 6 月 23 日 

定時株主総会 
普通株式 2,641 利益剰余金 880,447 2022 年 3 月 31 日 2022 年 6 月 24 日 

 



（リ－ス取引関係） 
 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

（金融商品関係） 

 
１. 金融商品の状況に関する事項 
（1）金融商品に対する取組方針 

当社は、投資信託の運用を業として行っており、資金運用については、自社が運用する投資信託の商品性維持を目的と

して、当該投資信託を金銭の信託及び投資有価証券として保有しているほか、短期的な預金を中心とする安全性の高い金

融資産で運用しております。また、デリバティブ取引については、保有する投資信託に係る将来の為替及び価格の変動に

よるリスクの軽減を目的としているため金銭の信託及び投資有価証券の範囲内で行うこととし、投機目的のためのデリバ

ティブ取引は行わない方針であります。 

これらの必要な資金については、内部留保を充てております。 
 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 
未収委託者報酬については、ファンドという相手方の性質上、信用リスク及び流動性リスクは極めて低いものと考えて

おります。また、未収運用受託報酬については、信託財産から運用受託者に対して支払われる場合は、ファンドという相

手方の性質上、信用リスク及び流動性リスクは極めて低いものと考えており、顧客から直接運用受託者に対して支払われ

る場合は、当該顧客の信用リスクに晒されておりますが、顧客ごとに決済期日及び残高を管理することにより回収懸念の

早期把握や回収リスクの軽減を図っております。 

金銭の信託及び投資有価証券は、主に自己で設定した投資信託へのシードマネーの投入によるものであります。これら

投資信託の投資対象は株式、公社債等のため、価格変動リスクや信用リスク、流動性リスク、為替変動リスクに晒されて

おりますが、それらの一部については為替予約、株価指数先物等のデリバティブ取引によりリスクの軽減を図っておりま

す。なお、為替変動リスクに係るヘッジについてはヘッジ会計（繰延ヘッジ）を適用しております。ヘッジ会計に関する

ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等については、前述の「重要な会計方針８．ヘッジ会計

の会計処理」をご参照ください。 

未払金については、全て 1 年以内の支払期日であります。 

 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

      当社では、リスク管理に係る基本方針を「リスク管理規程」として定め、以下のとおり、リスク・カテゴリー毎に管理

しております。 

      
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権の管理については、顧客ごとに決済期日及び残高を管理し、また自己査定要領に基づき定期的に債権内容の

検討を行うことにより回収懸念の早期把握や回収リスクの軽減を図っております。 

 デリバティブ取引は、取引相手先として高格付けを有する金融機関に限定しております。 

 
②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

有価証券投資については、自己勘定運用方針にて投資限度額や投資期間等を定めており、投資後も適宜時価を把握し、

保有状況を継続的に見直しております。投資信託の為替変動リスクに対しては、それらの一部について為替予約を利用

してヘッジしております。また、価格変動リスクを軽減するために、株価指数先物等のデリバティブ取引を利用してお

ります。 
 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理 
当社は、年度事業計画を策定し、これに基づいて必要となる資金を検討し、充足する十分な手元流動性を維持するこ

とで、流動性リスクを管理しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
２.金融商品の時価等及び時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額並びにレベルごとの内訳等については、次のとおりであります。なお、「時価の算定に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2019 年 7 月 4 日。以下、「時価算定適用指針」という。）第 26 項に

従い経過措置を適用した投資信託、市場価格のない株式等及び、時価算定適用指針第 27項に従い経過措置を適用した組合出資金

等は、次表には含まれておりません（（1）*2、*3 及び（注 2）参照）。 

 

また、金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3 つのレベルに分類しており

ます。 

レベル 1 の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象とな

る資産または負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル 2 の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル 1 のインプット以外の時価の算定に係るインプット

を用いて算定した時価 

レベル 3 の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先度が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

（１）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

前事業年度（2021 年 3 月 31日） 

  貸借対照表計上額（百万円）（*1） 

金銭の信託 10,857 

投資有価証券 

その他有価証券 9,950 

デリバティブ取引（*2）  

ヘッジ会計が適用されていないもの (357) 

ヘッジ会計が適用されているもの (73) 

   デリバティブ取引計 (431) 

（*1）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

 

当事業年度（2022 年 3 月 31日） 

区 分 
貸借対照表計上額（百万円）（*1、*2） 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

金銭の信託(*3) － 196 － 196 

デリバティブ取引(*4)     

ヘッジ会計が適用されていないもの (1,333) (80) － (1,413) 

ヘッジ会計が適用されているもの － (71) － (71) 

  デリバティブ取引計 (1,333) (151) － (1,485) 

（*1) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。 

（*2) 投資有価証券のうち、投資信託（貸借対照表計上額 6,474 百万円）及び組合出資金等（貸借対照表計上額 133 百万円）は上

記に含めておりません。 

（*3) 金銭の信託の信託財産のうち、投資信託（貸借対照表計上額 13,876 百万円）及び組合出資金等（貸借対照表計上額 840 百万

円）は上記に含めておりません。これらも含めた金銭の信託の貸借対照表計上額は 14,913 百万円であります。 

（*4) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

 

（２）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

現金及び預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、未払金は、短期間（1 年以内）で決済されるものが大半を占めてお

り、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

 

(注 1) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

金銭の信託 

金銭の信託の信託財産のうち、銀行勘定貸については取引先金融機関から提供された価格により算定しており、当該価格は

活発な市場における相場価格とは認められないため、レベル 2 の時価に分類しております。 

 

デリバティブ取引 

株価指数先物の時価は、金融商品取引所が定める清算指数を用いて評価しております。株価指数先物は活発な市場で取引さ

れているため、その市場価格をレベル 1 の時価に分類しております。為替予約の時価は、為替レート等の観察可能なインプッ

トを用いた割引現在価値法等により取引先金融機関が算定した価格を時価の算定に用いており、当該価格は活発な市場におけ

る相場価格とは認められないため、レベル 2 の時価に分類しております。 

 



(注 2) 市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであります。 

（単位:百万円） 

区分 
前事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（2022 年 3 月 31 日） 

投資有価証券 0 0 

関係会社株式 5,636 5,636 

 

（注 3） 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 
前事業年度（2021 年 3 月 31日）                                     （単位:百万円） 

  1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

現金及び預金 21,589 － － － 

未収委託者報酬 8,471 － － － 

未収運用受託報酬 6,151 － － － 

投資有価証券 

投資信託 
－ 10 5,751 0 

 
当事業年度（2022 年 3 月 31日）                                     （単位:百万円） 

  1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

現金及び預金 21,675 － － － 

未収委託者報酬 9,067 － － － 

未収運用受託報酬 6,252 － － － 

投資有価証券 

投資信託 － 108 1,712 0 

 

（有価証券関係） 

 

１．子会社株式 

市場価格のある子会社株式はありません。 

なお、市場価格のない子会社株式の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。 

（単位:百万円） 

区分 
前事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（2022 年 3 月 31 日） 

子会社株式 5,636 5,636  

 

２．その他有価証券 
前事業年度（2021 年 3 月 31日）                                                 （単位:百万円） 

区分 
貸借対照表 
計上額 

取得原価 差額 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるも

の 
   

その他 9,940 8,798 1,142 

小計 9,940 8,798 1,142 

貸借対照表計上額が取得原価を超えない

もの 
   

その他 9 10 △1 

小計 9 10 △1 

合計 9,950 8,809 1,141 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



当事業年度（2022 年 3 月 31日）                                                    （単位: 百万円） 

区分 
貸借対照表 
計上額 

取得原価 差額 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるも

の 
   

その他 4,888 3,403 1,485 

小計 4,888 3,403 1,485 

貸借対照表計上額が取得原価を超えない

もの 
   

その他 1,585 1,711 △126 

小計 1,585 1,711 △126 

合計 6,474 5,115 1,358 

 
非上場株式及び組合出資金等は、市場価格のない株式等のため、上表の「その他有価証券」に含めておりません。 

なお、市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであります。 

（単位:百万円） 

区分 
前事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（2022 年 3 月 31 日） 

非上場株式 0 0 

組合出資金等 ― 133 

 
３．事業年度中に売却したその他有価証券 
前事業年度（自 2020 年 4 月 1 日 至 2021 年 3 月 31 日）                                  （単位:百万円） 

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

その他 109 1 0 

 
当事業年度（自 2021 年 4 月 1 日 至 2022 年 3 月 31 日）                            （単位:百万円） 

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

その他 7 0 0 



（デリバティブ取引関係） 

 

前事業年度（2021 年 3 月 31日）  

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

  （1）通貨関連 

種類 
契約額等 

(百万円) 

契約額等の 

うち 1 年超 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価損益 

(百万円) 

市場取引以外

の取引 

為替予約取引 

売建 

米ドル 

英ポンド 

カナダドル 

スイスフラン 

香港ドル 

ユーロ 

 買建 

  米ドル 

香港ドル 

 

 

2,889 

128 

21 

51 

128 

246 

 

99 

2 

 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

 

 

△41 

△0 

△0 

0 

△1 

0 

 

1 

0 

 

 

△41 

△0 

△0 

0 

△1 

0 

 

1 

0 

合計 3,567 － △41 △41 

（注）上記取引の評価損益は損益計算書に計上しています。 

 

（2）株式関連 

種類 
契約額等 

(百万円) 

契約額等の 

うち 1 年超 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価損益 

(百万円) 

市場取引 
株価指数先物取引 

売建 

 

13,711 

 

－ 

 

△315 

 

△315 

合計 13,711 － △315 △315 

  （注）上記取引の評価損益は損益計算書に計上しています。 

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

  （1）通貨関連 

ヘッジ 

会計の方法 
種類 主なヘッジ対象 

契約額等 

(百万円) 

契約額等の 

うち 1 年超 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

原則的 

処理方法 

為替予約取引 

売建 

米ドル 

英ポンド 

カナダドル 

スイスフラン 

香港ドル 

ユーロ 

人民元 

 買建 

  米ドル 

  香港ドル 

人民元 

投資有価証券 

関係会社株式 

 

 

3,993 

3,108 

3 

57 

110 

108 

6 

 

38 

3 

1 

 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

 

 

△57 

△15 

△0 

0 

△1 

0 

△0 

 

0 

0 

0 

合計 7,431 － △73 

 

 

 

 

 

 



当事業年度（2022 年 3 月 31日） 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

  （1）通貨関連 

種類 
契約額等 

(百万円) 

契約額等の 

うち 1 年超 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価損益 

(百万円) 

市場取引以外

の取引 

為替予約取引 

売建 

米ドル 

英ポンド 

カナダドル 

スイスフラン 

香港ドル 

ユーロ 

 買建 

  ユーロ 

 

 

5,498 

277 

111 

139 

190 

676 

 

21 

 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

 

 

△54 

△1 

△1 

△2 

△1 

△18 

 

0 

 

 

△54 

△1 

△1 

△2 

△1 

△18 

 

0 

合計 6,915 － △80 △80 

（注）上記取引の評価損益は損益計算書に計上しています。 

 

（2）株式関連 

種類 
契約額等 

(百万円) 

契約額等の 

うち 1 年超 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価損益 

(百万円) 

市場取引 
株価指数先物取引 

売建 

 

17,197 

 

－ 

 

△1,333 

 

△1,333 

合計 17,197 － △1,333 △1,333 

  （注）上記取引の評価損益は損益計算書に計上しています。 

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

  （1）通貨関連 

ヘッジ 

会計の方法 
種類 主なヘッジ対象 

契約額等 

(百万円) 

契約額等の 

うち 1 年超 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

原則的 

処理方法 

為替予約取引 

売建 

米ドル 

英ポンド 

スイスフラン 

香港ドル 

ユーロ 

人民元 

投資有価証券 

関係会社株式 

 

 

4,422 

3,297 

79 

119 

125 

13 

 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

 

△43 

△21 

△1 

△1 

△3 

△0 

合計 8,057 － △71 



（退職給付関係） 

 
１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を、また、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を採用しており

ます。当社が有する退職一時金制度は従来簡便法により、退職給付債務、退職給付引当金及び退職給付費用を計算して

おりましたが、当事業年度より原則法と簡便法の併用により、これら計算を行っております。 
 
２．確定給付制度 

  （1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

                                       （単位：百万円） 
 前事業年度 

（自 2020 年 4 月 1 日 

  至 2021 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（自 2021 年 4 月 1 日 

  至 2022 年 3 月 31 日） 

退職給付債務の期首残高 600 626 

 勤務費用 － 124 

利息費用 － 2 

 転籍者受入 18 － 

 退職給付の支払額 △69 △81 

簡便法で計算した退職給付費用 77 8 

 簡便法から原則法への変更に伴う振替額 － 120 

 その他 － 18 

退職給付債務の期末残高 626 820 

 
  （2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

該当事項はありません。 

 
（3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

                                       （単位：百万円） 
 前事業年度 

（自 2020 年 4 月 1 日 

  至 2021 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（自 2021 年 4 月 1 日 

  至 2022 年 3 月 31 日） 

非積立型制度の退職給付債務 626 820 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 626 820 

退職給付引当金 626 820 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 626 820 

 
（4）退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 （単位：百万円） 

 前事業年度 

（自 2020 年 4 月 1 日 

  至 2021 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（自 2021 年 4 月 1 日 

  至 2022 年 3 月 31 日） 

勤務費用 － 124 

利息費用 － 2 

簡便法で計算した退職給付費用 77 8 

簡便法から原則法への変更に伴う振替額 － 120 

その他 － 18 

確定給付制度に係る退職給付費用 77 274 

 
（5）年金資産に関する事項 

該当事項はありません。 

 

（6）数理計算上の計算基礎に関する事項 

 前事業年度 

（自 2020 年 4 月 1 日 

  至 2021 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（自 2021 年 4 月 1 日 

  至 2022 年 3 月 31 日） 

割引率 － 0.4% 



 

３．確定拠出制度 

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度 92 百万円、当事業年度 100 百万円であります。 

 

（税効果会計関係） 

 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  前事業年度 
（2021 年 3 月 31 日） 

当事業年度 
（2022 年 3 月 31 日） 

繰延税金資産     
未払事業税 107 百万円 112 百万円 
賞与引当金損金算入限度超過額 170 〃 177 〃 
退職給付引当金損金算入限度超過額 191 〃 251 〃 
税務上の収益認識差額 71 〃 74 〃 

税務上の費用認識差額 －  439  

繰延ヘッジ損益 28 〃 224 〃 

その他 123 〃 76 〃 
繰延税金資産 合計 693 〃 1,357 〃 
繰延税金負債       

有価証券評価差額 △349 〃 △415 〃 

その他 △32 〃 △34 〃 

繰延税金負債 合計 △382 〃 △450 〃 
繰延税金資産の純額 311 〃 907 〃 

         

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の 100 分の 5 以下であるため、注記

を省略しております。 
 

（資産除去債務関係） 

 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

（収益認識関係） 

 
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針７．収益及び費用の計上基準」に記載の通り

です。 

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度末において存在す

る顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報 

 重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

（セグメント情報等） 

 
［セグメント情報］ 

 
当社は資産運用に関する事業の単一セグメントであるため記載を省略しております。 

 
［関連情報］ 

 
１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の営業収益が損益計算書の営業収益の 90％を超えるため、記載を省略しております。 

 
２．地域ごとの情報 

（1）営業収益 
内国籍投資信託又は本邦顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益の 90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

 



（2）有形固定資産 
本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の 90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。 

 
３．主要な顧客ごとの情報 

前事業年度（自 2020 年 4 月 1 日 至 2021年 3月 31 日） 
顧客の名称 営業収益 

三井住友信託銀行株式会社 9,649 百万円 
次世代通信関連 世界株式戦略ファンド(*) 6,372 百万円 

(*)当社は約款に基づき投資信託財産から委託者報酬を得ているため、当該投資信託を顧客として上表は記載してお

ります。 

 
当事業年度（自 2021 年 4 月 1 日 至 2022年 3月 31 日） 

顧客の名称 営業収益 
三井住友信託銀行株式会社 10,395 百万円 
次世代通信関連 世界株式戦略ファンド(*) 6,395 百万円 

(*)当社は約款に基づき投資信託財産から委託者報酬を得ているため、当該投資信託を顧客として上表は記載してお

ります。 

 
［報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報］ 

 
該当事項はありません。 

 
［報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報］ 

 
該当事項はありません。 

 
［報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報］ 

 
該当事項はありません。 

 

（関連当事者情報） 

 
１．関連当事者との取引 

 
財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

 
（ア）財務諸表提出会社の親会社 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 
（イ）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

（ウ）財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 
 

前事業年度（自 2020 年 4 月 1 日 至 2021年 3月 31 日） 

種類 

会社等

の名称

又は氏

名 

所在地 
資本金又は

出資金 

（百万円） 

事業の内容

又は職業 

議決権等

の所有 
(被所有)

割合(％) 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 

（百万円） 科目 期末残高 

（百万円） 

親会社

の子会

社 

三井住友

信託銀行

㈱ 

東京都 

千代田区 342,037 信託業務及び

銀行業務 － 営業上の取引 

役員の兼任 

運用受託報酬 9,365 未収運用 

受託報酬 5,402 

投信販売 

代行手数料等 
9,124 

未払 

手数料 
1,888 

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
２．取引条件及び取引条件の決定方針等 
① 運用受託報酬 

  各運用受託案件について、それぞれ合理的な水準にて助言料率を決定しております。 
② 投信販売代行手数料等 

ファンド毎の手数料率については、一般取引先に対する取引条件と同様に決定されております。 

 

 



当事業年度（自 2021 年 4 月 1 日 至 2022年 3月 31 日） 

種類 

会社等

の名称

又は氏

名 

所在地 
資本金又は

出資金 

（百万円） 

事業の内容

又は職業 

議決権等

の所有 
(被所有)

割合(％) 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 

（百万円） 科目 期末残高 

（百万円） 

親会社

の子会

社 

三井住友

信託銀行

㈱ 

東京都 

千代田区 342,037 信託業務及び

銀行業務 － 
営業上の取引 

役員の兼任 

運用受託報酬 10,090 未収運用 

受託報酬 5,421 

投信販売 

代行手数料等 
9,701 

未払 

手数料 
1,995 

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
２．取引条件及び取引条件の決定方針等 
① 運用受託報酬 

  各運用受託案件について、それぞれ合理的な水準にて助言料率を決定しております。 
② 投信販売代行手数料等 

ファンド毎の手数料率については、一般取引先に対する取引条件と同様に決定されております。 

 
（エ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

該当事項はありません。 

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（1）親会社情報 
前事業年度（2021 年 3 月 31日） 
三井住友トラスト・ホールディングス株式会社（東京証券取引所、名古屋証券取引所に上場） 

 
当事業年度（2022 年 3 月 31日） 
三井住友トラスト・ホールディングス株式会社（東京証券取引所、名古屋証券取引所に上場） 

 
（１株当たり情報） 
 

 前事業年度 当事業年度 

 (自  2020 年 4 月 1 日 (自  2021 年 4 月 1 日 

  至  2021 年 3 月 31 日）  至  2022 年 3 月 31 日） 

1 株当たり純資産額 20,274,967 円 09 銭   21,406,512 円 22 銭   

1 株当たり当期純利益金額 2,331,221 円 85 銭   2,162,405 円 20 銭   

(注）１．潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
２．1 株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前事業年度 当事業年度 

 (自  2020 年 4 月 1 日 (自  2021 年 4 月 1 日 

 至  2021 年 3 月 31 日） 至  2022 年 3 月 31 日） 

当期純利益 6,993 百万円   6,487 百万円   
普通株主に帰属しない金額 －   －   
普通株式に係る当期純利益 6,993 百万円   6,487 百万円   
普通株式の期中平均株式数 3,000 株   3,000 株   

 
（重要な後発事象） 

 

該当事項はありません。 



（１）【中間貸借対照表】 

（単位：百万円） 

 
第37期中間会計期間末 

（2022年9月30日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金  21,051 

金銭の信託  13,989 

未収委託者報酬  9,325 

未収運用受託報酬  5,831 

短期差入証拠金  4,507 

その他  3,041 

流動資産合計  57,747 

固定資産   

有形固定資産   ※1 895 

   無形固定資産  6,915 

   投資その他の資産   

     投資有価証券  4,202 

   関係会社株式  5,636 

   繰延税金資産  1,228 

     その他  31 

     投資その他の資産合計  11,098 

    固定資産合計  18,909 

  資産合計  76,657 

   

負債の部   

流動負債   

未払金  7,649 

   未払法人税等  1,537 

  賞与引当金  321 

   その他 ※2 2,111 

    流動負債合計  11,619 

固定負債   

  退職給付引当金  871 

  資産除去債務  153 

    その他  20 

    固定負債合計  1,045 

  負債合計  12,665 

 



（単位：百万円） 

 第37期中間会計期間末 

 （2022年9月30日） 

純資産の部   

株主資本   

資本金  2,000 

資本剰余金   

その他資本剰余金  17,239 

資本剰余金合計  17,239 

利益剰余金   

    利益準備金  500 

    その他利益剰余金   

     別途積立金  2,100 

     繰越利益剰余金  42,655 

利益剰余金合計  45,255 

株主資本合計  64,494 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   278 

  繰延ヘッジ損益  △780 

  評価・換算差額等合計   △502 

 純資産合計  63,992 

負債・純資産合計  76,657 

 

 

（２）【中間損益計算書】 

（単位：百万円） 

 

 

第37期中間会計期間 

（自  2022年4月1日 

至  2022年9月30日） 

営業収益   

委託者報酬  20,422 

運用受託報酬  5,485 

その他営業収益  178 

営業収益合計  26,086 

営業費用  15,618 

一般管理費  ※1 6,047 

営業利益  4,421 

営業外収益 ※2 2,365 

営業外費用 ※3 1,945 

経常利益  4,840 

税引前中間純利益  4,840 

法人税、住民税及び事業税  1,402 

法人税等調整額  90 

法人税等合計  1,492 

中間純利益  3,347 



（３）【中間株主資本等変動計算書】 

第37期中間会計期間（自 2022年4月1日  至 2022年9月30日） 

 （単位：百万円） 

 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

その他資本剰余金 資本剰余金合計 

当期首残高 2,000 17,239 17,239 

当中間期変動額    

剰余金の配当    

中間純利益    

株主資本以外の項目の 

当中間期変動額（純額） 
   

当中間期変動額合計 － － － 

当中間期末残高 2,000 17,239 17,239 

 

 

株主資本 

利益剰余金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 500 2,100 41,948 44,548 63,788 

当中間期変動額      

剰余金の配当   △2,641 △2,641 △2,641 

中間純利益   3,347 3,347 3,347 

株主資本以外の項目の 

当中間期変動額（純額） 
     

当中間期変動額合計 － － 706 706 706 

当中間期末残高 500 2,100 42,655 45,255 64,494 

 

 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 

評価・換算差額等 

合計 

当期首残高 941 △509 431 64,219 

当中間期変動額     

剰余金の配当    △2,641 

中間純利益    3,347 

株主資本以外の項目の 

当中間期変動額（純額） 
△663 △270 △933 △933 

当中間期変動額合計 △663 △270 △933 △227 

当中間期末残高 278 △780 △502 63,992 



注記事項 

（重要な会計方針） 

 

第37期中間会計期間 

（自  2022年4月1日 

     至  2022年9月30日） 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

    （1）有価証券 

      子会社株式 

        移動平均法による原価法によっております。 

      その他有価証券 

        市場価格のない株式等以外のもの 

          時価法によっております。 

          （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定しております。） 

        市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法によっております。 

なお、投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近

の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

 

    （2）デリバティブ 

      時価法によっております。 

 

    （3）金銭の信託 

      時価法によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

       定額法によっております。 

（2）無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5 年）に基づいて償却しておりま

す。 

 

３．引当金の計上基準 

（1）賞与引当金 

    従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当中間会計期間の負担額を計上しております。 

（2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間

会計期間末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。過去勤務費用及び数理計算上

の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

過去勤務費用   ：発生事業年度に損益処理 

数理計算上の差異 ：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による 

定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る当中間会計期間末の自己都合要支給額を退職給

付債務とする方法を用いた簡便法を一部適用しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

当社は投資運用、投資助言・代理を業として行っており、当該事業において顧客との契約から生じる主な履行義務の内

容及び当履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

 

（1）投資信託委託業務 

当社は、投資信託契約に基づき投資信託委託サービスを提供し、商品の運用資産残高（以下「AUM」という。）に応

じて手数料を受領しております。当該収益は、日次等契約で定められた時期に各ファンドのAUMに固定料率を乗じて

計算され、契約期間にわたり認識されます。 

（2）投資一任業務 

当社は、投資一任契約に基づき投資一任サービスを提供し、ファンドの AUMに応じて手数料を受領しております。

当該収益は、年4回等契約で定められた時期に各ファンドのAUMに固定料率を乗じて計算され、契約期間にわたり認

識されます。 

（3）投資助言業務 

当社は、投資顧問（助言）契約に基づき投資助言サービスを提供し、ファンドの AUMに応じて手数料を受領してお

ります。当該収益は、年4回等契約で定められた時期に各ファンドのAUMに固定料率を乗じて計算され、契約期間に



わたり認識されます。 

（4）成功報酬 

当社がファンドの運用成果に応じて受領する成功報酬は、投資一任契約のもと、報酬を受領することが確実であり、

将来返還する可能性が無いと合理的に判断した時点で収益を認識しております。 

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間会計期間末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として計上してお

ります。 

 

６．ヘッジ会計の方法 

（1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段は為替予約、ヘッジ対象は関係会社株式及び投資有価証券であります。 

（3）ヘッジ方針 

    自己勘定運用管理規程等に基づき、ヘッジ対象に係る為替変動リスクをヘッジしております。 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計額を比較して有

効性を判定しております。 

 

７．グループ通算制度の適用 

  グループ通算制度を適用しております。 

 

 

（会計方針の変更） 

第37期中間会計期間 

（自  2022年4月1日 

     至  2022年9月30日） 

 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31号 2021年 6月 17日。以下、「時価算定会計

基準適用指針」という。）を当中間会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項に定める経過的な取り

扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。これに

よる中間財務諸表への影響はありません。 

 

 

（追加情報） 

第37期中間会計期間 

（自  2022年4月1日 

     至  2022年9月30日） 

 

グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用 

当中間会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並び

に税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実

務対応報告第42号 2021年8月21日。以下、「実務対応報告第42号」）という。）に従っております。また、実務対応報告

第42号第32項（1）に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしておりま

す。 

 

 

（表示方法の変更） 

第37期中間会計期間 

（自  2022年4月1日 

     至  2022年9月30日） 

 

従来「流動資産」の「その他」に含めていた「短期差入証拠金」は、金額的重要性が増したため、当中間会計期間におい

て独立掲記することとしました。 

 

 

 



（中間貸借対照表関係） 

第37期中間会計期間末 

（2022年9月30日） 

 

※1   有形固定資産の減価償却累計額      777百万円 

 

※2   仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。 

 

 

（中間損益計算書関係） 

第37期中間会計期間 

（自  2022年4月1日 

     至  2022年9月30日） 

 

※1   減価償却実施額 

             有形固定資産 95百万円  

             無形固定資産 608百万円  

 

※2   営業外収益の主要項目 

             デリバティブ利益 2,027百万円  

       投資有価証券売却益 317百万円  

 

※3   営業外費用の主要項目 

             為替差損 

       金銭の信託運用損 

1,011百万円 

904百万円 

 

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

第37期中間会計期間（自 2022年4月1日 至 2022年9月30日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式 （株） 3,000 － － 3,000 

 

２．自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の 

総額（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2022年6月23日 

定時株主総会 
普通株式 2,641 880,447 2022年3月31日 2022年6月24日 

 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

該当事項はありません。 

 

（リース取引関係） 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

 

 

 



（金融商品関係） 

第37期中間会計期間末（2022年9月30日） 

金融商品の時価等及び時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額並びにレベルごとの内訳等については、次のとおりであります。なお、

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2021年 6月 17日）第 24-16 項を適用した

組合出資金等及び、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません（（1）*2、*3及び（注2）参照）。 

 

また、金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3 つのレベルに分類し

ております。 

レベル 1 の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象

となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル 2 の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル 1 のインプット以外の時価の算定に係るインプ

ットを用いて算定した時価 

レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベル

のうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

（１）時価をもって中間貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

区 分 
中間貸借対照表計上額（百万円）（*1） 

レベル1 レベル2 レベル3 合計 

金銭の信託(*2) 952 12,129 － 13,081 

投資有価証券(*3) 

その他有価証券 

 

－ 

 

3,978 

 

－ 

 

3,978 

 資産計 952 16,107 － 17,060 

デリバティブ取引(*4)     

ヘッジ会計が適用されていないもの 804 (0) － 804 

ヘッジ会計が適用されているもの － 22 － 22 

  デリバティブ取引計 804 21 － 826 

(*1)負債に計上されているものについては、( )で示しております。 

(*2)金銭の信託の信託財産のうち、組合出資金等（中間貸借対照表計上額 908 百万円）は上記に含めておりません。組合

出資金等も含めた金銭の信託の中間貸借対照表計上額は13,989百万円であります。 

(*3)投資有価証券のうち、組合出資金等（中間貸借対照表計上額223百万円）は上記に含めておりません。 

(*4)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

 

（２）時価をもって中間貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

現金及び預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、未払金は、短期間（1年以内）で決済されるものが大半を占めており、

時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

 

 

(注1) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

金銭の信託 

金銭の信託の信託財産のうち、上場投資信託は、取引所の価格を時価としており、市場の活発性に基づき、レベル 1 の時

価に分類しております。金銭の信託の信託財産のうち、私募投信等、市場における取引価格が存在しない投資信託につい

ては、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額等

を時価としており、レベル 2 の時価に分類しております。金銭の信託の信託財産のうち、銀行勘定貸については取引先金

融機関から提供された価格により算定しており、当該価格は活発な市場における相場価格とは認められないため、レベル2

の時価に分類しております。 

投資有価証券 

私募投信等、市場における取引価格が存在しない投資信託については、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスク

の対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額等を時価としており、レベル2の時価に分類しております。 

デリバティブ取引 

株価指数先物の時価は、金融商品取引所が定める清算指数を用いて評価しております。株価指数先物は活発な市場で取引

されているため、その市場価格をレベル 1 の時価に分類しております。為替予約の時価は、為替レート等の観察可能なイ

ンプットを用いた割引現在価値法等により取引先金融機関が算定した価格を時価の算定に用いており、当該価格は活発な

市場における相場価格とは認められないため、レベル2の時価に分類しております。 

 

 



（注２）市場価格のない株式等の中間貸借対照表計上額は次の通りであります。 

（単位：百万円） 

区分 中間貸借対照表計上額 

投資有価証券 0 

関係会社株式 5,636 

 

（有価証券関係） 

第37期中間会計期間末（2022年9月30日） 

１．子会社株式 

市場価格のある子会社株式はありません。 

なお、市場価格のない子会社株式の中間貸借対照表計上額は以下のとおりであります。 

(単位：百万円) 

 中間貸借対照表計上額 

子会社株式 5,636 

 

２．その他有価証券 

(単位：百万円) 

区分 
中間貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるも

の 
   

その他 2,657 1,966 690 

小計 2,657 1,966 690 

貸借対照表計上額が取得原価を超えない

もの 
   

その他 1,321 1,615 △293 

小計 1,321 1,615 △293 

合計 3,978 3,581 397 

（注）非上場株式（中間貸借対照表計上額 0 百万円）及び組合出資金等（中間貸借対照表計上額 223 百万円）は、市場価

格のない株式等のため、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

第37期中間会計期間（自 2022年4月1日 至 2022年9月30日） 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

(1)通貨関連 

種類 
契約額等 

(百万円) 

契約額等の 

うち1年超 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価損益 

(百万円) 

市場取引以外の

取引 

為替予約取引 

売建 

米ドル 

英ポンド 

カナダドル 

スイスフラン 

香港ドル 

ユーロ 

買建 

米ドル 

香港ドル 

 

 

6,412 

250 

111 

164 

219 

721 

 

259 

2 

 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

 

 

△5 

1 

1 

1 

0 

△0 

 

0 

0 

 

 

△5 

1 

1 

1 

0 

△0 

 

0 

0 

合計 8,141 － △0 △0 

（注）上記取引の評価損益は中間損益計算書に計上しています。 

 

 

 

 

 



(2)株式関連 

種類 
契約額等 

(百万円) 

契約額等の 

うち1年超 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価損益 

(百万円) 

市場取引 
株価指数先物取引 

売建 

 

13,818 

 

－ 

 

804 

 

804 

合計 13,818 － 804 804 

（注）上記取引の評価損益は中間損益計算書に計上しています。 

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

(1)通貨関連 

ヘッジ 

会計の方法 

デリバティブ取引 

の種類等 
主なヘッジ対象 

契約額等 

(百万円) 

契約額等の 

うち1年超 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

原則的 

処理方法 

為替予約取引 

売建 

米ドル 

英ポンド 

スイスフラン 

香港ドル 

ユーロ 

買建 

米ドル 

英ポンド 

スイスフラン 

香港ドル 

ユーロ 

投資有価証券 

関係会社株式 

 

 

3,036 

3,333 

70 

87 

82 

 

93 

77 

53 

3 

60 

 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

 

△2 

19 

0 

0 

△0 

 

0 

2 

0 

0 

1 

合計 6,898 － 22 

 

（資産除去債務関係） 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

（収益認識関係） 

第37期中間会計期間（自 2022年4月1日 至 2022年9月30日） 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針４．収益及び費用の計上基準」に記

載の通りです。 

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当中間会計期間末に

おいて存在する顧客との契約から当中間会計期間の末日後に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報 

 重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

（セグメント情報等） 

［セグメント情報］ 

第37期中間会計期間（自 2022年4月1日 至 2022年9月30日） 

当社は資産運用に関する事業の単一セグメントであるため記載を省略しております。 

 

［関連情報］ 

第37期中間会計期間（自 2022年4月1日 至 2022年9月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  単一の製品・サービスの区分の営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

 

 



２．地域ごとの情報 

(1)営業収益 

内国籍投資信託又は本邦顧客からの営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

(2)有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の 90％を超えるため、記載を省略してお

ります。 

３．主要な顧客ごとの情報 

顧客の名称 営業収益 

三井住友信託銀行株式会社 4,950百万円 

 

［報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報］ 

第37期中間会計期間（自 2022年4月1日 至 2022年9月30日） 

該当事項はありません。 

 

［報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報］ 

第37期中間会計期間（自 2022年4月1日 至 2022年9月30日） 

該当事項はありません。 

 

［報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報］ 

第37期中間会計期間（自 2022年4月1日 至 2022年9月30日） 

  該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報） 

第37期中間会計期間 

（自  2022年4月1日 

    至  2022年9月30日） 

 

   1株当たり純資産額 21,330,712円74銭  

   

   1株当たり中間純利益 1,115,947円92銭  

 

  なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利益については、潜在株式が存在していないため 

  記載しておりません。 

 

 

 （注）1株当たり中間純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 第37期中間会計期間 

（自 2022年4月1日 

     至 2022年9月30日） 

中間純利益 3,347百万円 

普通株主に帰属しない金額 － 

普通株式に係る中間純利益 3,347百万円 

普通株式の期中平均株式数 3,000株 
 
 



独立監査人の監査報告書 

2022年６月２日 

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

東京事務所 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士  三 上 和 彦 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士  藤 澤   孝 

監査意見 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会

社等の経理状況」に掲げられている三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社の2021年４

月１日から2022年３月31日までの第36期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社の2022年３月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表及びそ

の監査報告書以外の情報である。 

当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対するいか

なる作業も実施していない。 

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務

諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。 

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい

て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。 



財務諸表監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性

があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれ

る場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ

らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関

連する内部統制を検討する。 

 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手し

た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して

重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要

な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意

見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。 

 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその

他の事項について報告を行う。 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

以 上 

                                                                                           

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。 



独立監査人の中間監査報告書 

2022年 12月１日 

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

東京事務所 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 三  上  和  彦  

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 藤  澤    孝  

中間監査意見 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会

社等の経理状況」に掲げられている三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社の2022年４

月１日から2023年３月31日までの第37期事業年度の中間会計期間（2022年４月１日から2022年９月

30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変

動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸

表の作成基準に準拠して、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社の2022年９月30日現

在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）

の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

中間監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査

を行った。中間監査の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間

監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。 

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責

任がある。 

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。 

中間財務諸表監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報



の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得

て、中間監査報告書において独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚

偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、中間財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過

程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

 不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な

虚偽表示リスクに対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は

監査人の判断による。さらに、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入

手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省略され、監査人の判断

により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。 

 中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、

中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。 

 経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの

合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

 経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入

手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関

して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書

日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。 

 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸

表の作成基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表

示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査等委員会に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過

程で識別した内部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求

められているその他の事項について報告を行う。 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

以 上 

（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。 
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